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PHILOSOPHY株主のみなさまへ�

株主の皆様におかれましては、ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。

ここに、当社第23期（平成12年３月期）における事業の概況をご報告申し上げます。
当期におきましては、第22期に引き続き伸びる業態への集中営業、大型店棚卸のオペ
レーションシステムの確立、コンビニエンスストアへの質の高いサービスの提供、繁
忙期に備えるための登録社員制度の充実等に取り組んでまいりました。
また本年６月からの大店立地法の施行を踏まえた大手G.M.S.及びスーパーマーケッ
トチェーンの急速な出店、営業時間の延長及び定休日の削減等に起因する棚卸のアウ
トソーシング化に積極的な対応をしてまいりました。第23期下半期におきましては大
手チェーンからの発注が相次ぐという傾向も見られました。この傾向は今期（第24期）
にはさらに拍車が掛かるものと予想をしております。従いまして当社が本来目指して
いるスーパーマーケット市場の開拓に本格的に着手できる時代が到来したものと実感
しております。
お陰様で第23期は、売上、利益とも過去最高の実績を上げることが出来ました。

平成12年３月には手狭になった本社を東京都の高田馬場から千葉県の幕張に移転い
たしました。これにより本部機能のさらなる充実、人材育成のための教育、研修の設
備の充実が実現し、新たなる飛躍の舞台が出来あがりました。これもひとえに株主の
皆様のご支援の賜物と深く感謝しております。
なお、株主還元の一環として本年３月31日の株主様に対して本年５月19日付で株式
１株を1.2株に分割させていただきました。また利益配当金につきましては、１株につ
き普通配当10円に本社移転記念配当５円を加え、合計15円とさせていただきましたこ
とをご報告申し上げます。

流通業界の営業時間及び定休日の解禁により流通業界は本格的なローコストオペレ
ーションの時代に入ってまいります。いよいよ当社に対する期待が一層高まってきて
いるとの確信を強く持っております。当社としてはお客様の期待に応えるべく、さら
にサービスの向上に努めてまいります。昼間に実施するコンビニエンスストア、そし
て夜間に実施する大型店のオペレーション体制を強化し、今以上の精度、生産性、マ
ナーの向上に努め経営の効率化と顧客満足度の向上を図ってまいります。
株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご支援を賜りますよう心からお
願い申し上げます。

平成12年６月 代表取締役社長

部　克生

エイジスでは、職位別の社内研修をはじめ、アメリカへの実地研修等、多様な
“人材育成”プログラムを持っております。グローバル競争の時代を迎え、消費
者満足とローコストオペレーションをめざすチェーンストアの戦略システムに、
私たちエイジスはレベルの高い技術とノウハウをベースとした“人の力”でソリ
ューション・サービスを提供しております。

株主の皆さまへ
エイジスは“人材育成”を経営の最優先課題としています。
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SYNTHETIC-POWER事業内容�

平成12年度実績でエイジス単独の
シェア48.4％、エイジス・グルー
プ全体で業界シェア67.3％の市場
占有率を有しています。�

■業界シェア（2000年3月末現在）�■部門別売上高構成比�■棚卸実施店舗数の推移�

コンビニエンスストア�

スーパーマーケット�
ホームセンター／�
ドラッグストア／�
ディスカウントストア�

書　店�

G.M.S.

その他�

33%

13%
12%

14%

11%

17%

（注）棚卸実施店舗数はFC3社を含む�
第23期�

90,000

60,000
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89,747

第22期�第21期�第20期�第19期�

82,422

64,563
69,291

76,353

48.4％�
67.3％�

エイジスグループのサービスメニュー

スキャン�
チェック�
サービス�

ゴンドラ�
生産性測定�
サービス�

カスタマー�
サービス�
チェック�

客動線調査�

その他の流通業周辺�
サービス�

実地棚卸�
サービス�

金額棚卸�
サービス�

単品棚卸�
サービス�

資産棚卸�
プログラム�

カテゴリー�
リセット� アップデイト�

エンド�
キャップ� リモデル�

マーチャンダイシング�
サービス�

金額棚卸サービス
資金及び利益管理を目的と
して売価と在庫数量で棚卸
を行い、部門別、ロケーション
別の在庫金額を確定します。

単品棚卸サービス
単品別の問題点把握を目的
として、SKUコードと在庫数
量で棚卸を行い、SKUレベル
で在庫数量を確定します。

資産棚卸プログラム
企業オフィスの情報機器、設
備、什器等の固定資産の有効
活用と管理を目的に実地調査
し、データベースを構築します。

スキャンチェックサービス
POSレジの登録
価格と売場表示
価格との不一致
をSKU棚卸シス
テムを活用し実
地調査。不明ロ
ス削減と顧客ロ
イヤルティの維持
に絶大な効果が
あります。

ゴンドラ生産性測定サービス
売場レイアウト改
善、陳列棚割改
善のために、店
舗の実際の陳列
データを収集。
POS販売データ
から売上、粗利
益を指標にクロ
ス分析をします。

カスタマーサービスチェック
従業員の接客サ
ービスレベルとス
トアコンディション
を覆面調査員が
調査・報告しま
す。

客動線調査
データコレクタを
持った調査員が、
買い物客の動き
（動線）をその場
でデータコレクタ
に入力します。売
場レイアウト改善
の基礎データを
提供します。

エンドキャップ
メーカーの販促
計画に基づき、
商品の陳列作業
または販促作業
をするサービス
です。

リモデル
店舗改装時にチ
ェーンストアの新
レイアウトに基づ
き、商品の陳列
移動をするサー
ビスです。

カテゴリーリセット
チェーンストア本
部の指定による
棚割表をもとに、
定期的に部門単
位で商品の入れ
替え作業をする
サービスです。

アップデイト
メーカーまたはチ
ェーンストアの必
要に応じて、新
商品をアイテム単
位で入れ替え作
業をするサービ
スです。

流　　　　　通　　　　　業�

株式会社エイジス� 株式会社エス・エム・エス�

エイジス北海道株式会社（FC）�

エイジス九州株式会社（FC）�

エイジス四国株式会社（FC）�

　実地棚卸サービス�
　・金額棚卸�
　・単品棚卸�
　・資産棚卸�

　その他の流通業周辺サービス�
　・カスタマーサービスチェック�
　・ゴンドラ生産性測定サービス�
　・客動線調査�
　・スキャンチェックサービス�

　マーチャンダイシングサービス�
　・カテゴリーリセット�
　・アップデイト�
　・エンドキャップ�
　・リモデル�

エイジスグループは、棚卸サービスをコアビジネスとして、
流通業の周辺サービスを総合的に提供する企業を目指しております。

※S.K.U.（Stock Keeping Unit）
生産者や流通業者にとって考えられる限りの商品の最小分数区分のこと。



本社新社屋が３月に竣工。
平成１２年３月２１日に本社業務を高田馬場から幕張に移転いたしました。

6

TOPICSトピックス�

業容の拡大にともない社屋が手狭になったことと研修施設を充実させる目的で本社
を移転いたしました。これを機に、さらなる業容の拡大と社員のマネジメント力強
化に努めてまいります。

5

本社移転記念パーティー

本社竣工・移転を記念して、本年４月15日年度計
画発表会終了後、本社屋上にて本社移転記念パー
ティーを開催いたしました。当日は、マグロの解
体ショーをメインに、全国から幹部社員が集結しました。

社内研修

棚卸サービスにおける最大の資産は「人」です。
棚卸業務が集中する流通業の決算期は、当社の繁
忙期となりますが、その逆の閑散期を利用して社
員教育に力を入れております。そのために新社屋

の研修施設も充実させました。今後とも研修を通してマネジメント力の強化を図
ってまいります。

年度計画発表会

管理職以上の社員、FC幹部が参加する年１回の
エイジスグループ最大の会議も新社屋で開催され
ました。社長による全社方針の発表があり、ディ
ストリクトマネジャー全員が目標達成に向けて力
強く決意表明を行いました。



働きかけを強めてまいります。
また活発な店舗展開をしているドラッグストアや小
商圏型専門店チェーンのお客様に対しましては、なお
一層積極的なアプローチをしてまいります。
オペレーション面では棚卸需要の拡大と売上の変動
に対応できる体制を強固にするために、当期に引き続
きＯＢ登録制度の充実、社員のマネジメント力の強化、
時間給フィールド・スーパーバイザーの育成・増強に
取り組んでまいります。
また組織をスリム化、フラット化し、よりスピーデ
ィな運営体制にする目的で、当期支店制を一部実験的
に廃止いたしましたが、来期はこれを一層推進するた
めに支店制を全面的に廃止し、本部とディストリクト
オフィスの２層でのマネジメント体制にいたします。
中・長期的には、棚卸サービスをコアビジネスと位
置付け、チェーンストアを側面からサポートするビジ
ネスの確立を目指しております。
棚卸サービス以外の「ニューサービス」や平成10年
10月に設立いたしました「陳列代行サービス」の専門
会社株式会社エス・エム・エスを第２の事業の柱に育
成するべく経営努力を行ってまいります。

（３）設備投資及び資金調達の状況
当期中において実施いたしました設備投資等の主な
ものは以下のとおりであります。
取得物件：本社用土地・建物
所在地　千葉県千葉市花見川区幕張町４丁目544番４
土　地　3,337.51平方メートル
建　物　地上２階延床面積　2,548.59平方メートル

取得金額
土　地　６億8,500万円
建　物　１億4,000万円

取得日　　平成11年10月29日
上記本社用土地・建物を取得するために以下の資金
調達を行いました。
長期借入金 三和銀行　　　　120,000千円

東海銀行　　　　120,000千円
富士銀行　　　　100,000千円

社債発行 三和銀行　　　　100,000千円
東海銀行　　　　100,000千円
富士銀行　　　　100,000千円

8

営業の概況

7

（１）営業の経過および成果
当社の主要顧客であります流通業界におきまして

は、消費構造の変化や外資企業の参入を含む企業間競
争の激化、さらには将来生活への不安感などの影響で、
一部の業態を除いて前年売上高を維持できない状況に
陥っております。
その一方で、消費構造の変化に適切に対応し、チェ
ーンストアオペレーションを推進している企業が好業
績を上げており、優勝劣敗が一段と鮮明になってまい
りました。
このような状況下で当社は、引き続きチェーンスト
ア各社が取り組まれているローコストオペレーション
体制を側面からお手伝いするという姿勢を堅持し、実
地棚卸業務のアウトソーシング化を促進する営業活動
を積極的に推進してまいりました。
その結果、当期の棚卸受託収入は専門店チェーンを
中心としたその他業態が前年同期比で37.1％増、非食
品大型店業態のドラッグストア、ホームセンター、デ
ィスカウントストアが27.6％増、書店が7.7％増、スー
パーマーケットが2.1％増、コンビニエンスストアが
1.6％増となりました。
各業態別の棚卸受託状況は次のとおりであります。

［コンビニエンスストア］
競合他社との競争が激化しており、棚卸受託店舗数
は微増にとどまりました。料金の値下げ圧力がある上
に品質競争も激化しております。
当社もお客様に満足していただけるサービスの提供
に努めてまいりました結果、当期は17億78百万円の売
上高となり、前期比28百万円の増収となりました。
［スーパーマーケット］
当業態は年４回実施の棚卸需要が見込めるため、戦
略的料金の提示で潜在需要の掘り起こしを積極的に行
いました。その結果、大手チェーンの大幅受注を獲得
することができましたが、他方業績の停滞により棚卸
回数を減らしたり、自前で棚卸を実施する企業が出ま
した。
そのため、当期は７億28百万円の売上高となり、前
期比15百万円の増収にとどまりました。
［ホームセンター、ドラッグストア、ディスカウントストア］
ドラッグストア、ホームセンターは依然として多店
舗化、店舗の大型化を積極的に推進しており、棚卸業
務をアウトソーシングする動きが活発であります。そ
のため既存顧客からの受託店舗増に加えて、新規チェ

ーンの受注も大幅に増えております。
その結果、当期は６億79百万円の売上高となり、前
期比１億46百万円の増収となりました。
［書店］
当業態では単品棚卸を要望される企業が増加しまし
た。当社では２年前より書店の単品棚卸システムを構
築しており、コストのかかる単品棚卸をよりお客様に
受け入れていただける料金で提供いたしました。
また書店業界では小規模店舗の廃業が目立ってお

り、都市部の大型店舗がこれにとって代わる動きも見
られました。
こうした店舗からの棚卸受託が増えましたため、当
期は７億86百万円の売上高となり、前期比56百万円の
増収となりました。
［Ｇ．Ｍ．Ｓ．］
前期に引き続き、顧客側の事情により棚卸日程を指
定する店舗が増えたために当社が受託できるエリアが
縮小しました。
また新規顧客につきましては当期は実験棚卸の実施
にとどまりましたため、新規売上は微増となりました。
その結果、当期は５億78百万円の売上高となり、前
期比14百万円の減収となりました。
［その他］
多店舗展開している専門店チェーンからの受託店舗
数が大幅に増加し同時に新規顧客からの受注も増加し
ました。
その結果、当期は８億74百万円の売上高となり、前
期比２億36百万円の増収となりました。
［ニューサービス］
店舗のサービスレベルを当社の社員が覆面調査し、

その結果を本部にレポートする「カスタマーサービス
チェック」の需要が増加しました。
その結果、当期は30百万円の売上高となり、前期比
９百万円の増収となりました。
コスト面では、前年に引き続き時間給ベースのフィ
ールド・スーパーバイザーの育成、ＯＢ登録制度の推
進、賃金の日次コントロールの強化に取り組んでまい
りました。
また、お客様の要求に迅速に対応できる体制にする
と同時に、組織をスリム化してコストダウンを図るた
めに当期より支店制を一部実験的に廃止いたしました。
その結果、販売費及び一般管理費比率を大幅に引き
下げることができ収益改善に繋げることができました。

株主の皆様へ利益還元をさせていただく目的で平成
12年２月９日の取締役会で平成12年３月31日現在の株
式１株を1.2株に分割する決議を行いました。
また業容の拡大に対応して本部機能を一層強化する
ために、平成12年３月21日に本社を移転いたしました。
以上の結果、当期は売上高55億37百万円（前期比

9.5％増）、経常利益５億54百万円（前期比30.3％増）、
当期利益２億96百万円（前期比136.0％増）となりま
した。
（注）G.M.S.（General Merchandise Store）

大衆実用品のうち、新機能開発品主力の総合店。いわゆる大型総合ス

ーパーのこと。

（２）会社が対処すべき課題
流通業界におきましては平成12年５月に大店法が廃
止されることによりまして、営業時間を延長したり、
定休日を減らす動きが活発になり、定休日を利用し、
自社の従業員を使って行なう実地棚卸業務が困難にな
るものと予想されます。
さらには競争の激化とチェーンストアオペレーショ
ンの一層の推進によりまして、多店舗化や店舗の大型
化が加速し、実地棚卸業務のアウトソーシングが本格
化するものと予想しております。
当社はこのような実地棚卸業務のアウトソーシン

グ化の動きに積極的に対応していく所存でおります
が、流通業の決算期及び中間決算期が集中する１月、
２月、３月と７月、８月、９月に棚卸需要が旺盛なた
め、繁忙期と閑散期の売上の格差がさらに拡大するこ
とも予想されます。
従いまして、こうした棚卸マーケットの拡大と売上
変動へ対応できる体制を作り上げるために営業面とオ
ペレーション面で下記のような方策を実行してまいり
ます。
営業面では当期に引き続き閑散期を含む年４回の棚
卸実施が見込まれるスーパーマーケットのお客様と決
算期が当社の繁忙期以外に設定されているお客様をさ
らに積極的に開拓してまいります。
スーパーマーケットのお客様に対しましては、当社
の棚卸作業の仕組みを大幅に見直し、人時生産性を向
上させ、お客様が今まで以上に外部へ棚卸業務を委託
しやすい料金体系の実現に注力してまいります。
多店舗展開しているお客様に対しましては、実施店
舗のスケジュールをできるだけ分散していただくよう

（単位：百万円）� （単位：百万円）�●売上高� ●営業利益／経常利益�

第23期�
平成12年3月期�

4,000

5,000

3,000

2,000

1,000

0

5,537

第22期�
平成11年3月期�

4,702

第19期�
平成8年3月期�

第20期�
平成9年3月期�

第21期�
平成10年3月期�

5,054

3,364

4,112

営業利益�
経常利益�

第23期�
平成12年3月期�

554565

第22期�
平成11年3月期�

第19期�
平成8年3月期�

第20期�
平成9年3月期�

第21期�
平成10年3月期�

185

425

261 283

457

258

315

187

0

100

300

200

500

400

（単位：百万円）� （単位：百万円）�●当期利益� ●総資産額／純資産額�

総資産額�
純資産額�

第23期�
平成12年3月期�

1,951

3,612

第22期�
平成11年3月期�

第19期�
平成8年3月期�

第20期�
平成9年3月期�

第21期�
平成10年3月期�

1,679

814

1,586 1,598

2,569
2,2162,208

1,337

210

280

140

70

0

第23期�
平成12年3月期�

296

129 137

86

第22期�
平成11年3月期�

第19期�
平成8年3月期�

第20期�
平成9年3月期�

第21期�
平成10年3月期�

125

0

800

1,600

2,400

3,200
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貸借対照表

9

（ 資 産 の 部 ）
流　動　資　産
現金及び預金
売 掛 金
有 価 証 券
貯 蔵 品
前 払 費 用
繰延税金資産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固　定　資　産
（有形固定資産）
建 物
構 築 物
器 具 備 品
土 地

（無形固定資産）
電 話 加 入 権
ソフトウエア

（投　資　等）
投資有価証券
自 己 株 式
敷 金 保 証 金
会 員 権
保 険 積 立 金
長期前払費用
繰延税金資産
そ の 他
貸 倒 引 当 金
繰　延　資　産
社債発行差金

1,841,065
838,352
767,662
123,395
9,552
35,453
39,215
30,619
△3,186

1,771,290
1,207,305
259,369
3,724

110,319
833,892

20,847
10,660
10,187
543,136
90,883
165,414
162,652
68,631
19,050
―

27,061
9,660

△ 217
96
96

資 産 合 計 3,612,452

1,952,266
1,090,784
701,518
100,606
13,272
29,396
―

20,285
△3,597

617,609
245,356
5,966
152

95,337
143,900

10,557
10,557
―

361,695
100,687

―
151,721
68,631
―

13,622
―

27,639
△ 607

―
―

2,569,875

資　本　合　計 1,951,337

負債・資本合計 3,612,452

当 期 末
（平成12年3月31日現在）

前 期 末
（平成11年3月31日現在）

当 期 末
（平成12年3月31日現在）

前 期 末
（平成11年3月31日現在）科目

期別
科目

期別

845,777

64,000

―

348,102

187,075

69,087

153,374

24,136

44,556

―

―

7,825

36,590

140

475,000

519,980

489,480

30,500

684,561

510,000

174,561

（125,450）

979,270

90,000

33,996

474,277

128,543

56,071

163,674

32,707

681,844

300,000

300,338

6,065

75,030

411

475,000

527,980

489,480

38,500

948,357

550,000

398,357

（296,099）

1,679,541

2,569,875

（単位：千円）

営 業 収 益
売 上 高

営 業 費 用
売 上 原 価
販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益
受取利息及び配当金
賃 貸 収 入
貯 蔵 品 売 却 収 入
そ の 他

営 業 外 費 用
支 払 利 息 割 引 料
有 価 証 券 売 却 損
有 価 証 券 評 価 損
社 債 発 行 費
為 替 差 損
新 株 発 行 費 償 却
賃 貸 手 数 料 等
そ の 他

特 別 利 益
貸 倒 引 当 金 戻 入

特 別 損 失
役 員 退 職 金
過年度役員退職慰労金引当金繰入額
そ の 他

税 引 前 当 期 利 益
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 利 益
前 期 繰 越 利 益
過 年 度 税 効 果 調 整 額
当 期 未 処 分 利 益

当　　　期
（平成11年4月1日から平成12年3月31日まで）

前　　　期
（平成10年4月1日から平成11年3月31日まで）科目

期別

（単位：千円）

経

常

損

益

の

部

営
業
損
益
の
部

営

業

外

損

益

の

部

特
別
損
益
の
部

5,054,960

3,466,727
1,130,910

11,534

43,185

56,882

368,789
243,338

―
125,450
49,111
―

174,561

6,690
2,597
1,006
1,238

2,408
7,077
5,163
―

13,963
13,555
1,017
―

―

35,450
20,219
1,212

5,537,318

3,906,776
1,065,061

14,506

25,485

107

23,219

531,389
249,871

△　14,581
296,099
50,561
51,696
398,357

1,773
3,397
4,718
4,617

3,254
313

16,476
3,385
―
―

1,200
845

107

3,000
20,219
―

（ 負 債 の 部 ）

流　動　負　債

短 期 借 入 金

一年内返済予定長期借入金

未 払 金

未払法人税等

未払消費税等

賞 与 引 当 金

そ の 他

固　定　負　債

社 債

長 期 借 入 金

退職給与引当金

役員退職慰労金引当金

そ の 他

（ 資 本 の 部 ）

資　　本　　金

法 定 準 備 金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

剰　　余　　金

別 途 積 立 金

当期未処分利益

（うち当期利益）

1,661,115 890,333負 債 合 計

営 業 利 益

経 常 利 益

457,323

425,671

565,480

554,502
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１．有価証券の評価基準および評価方法
∏取引所の相場のある有価証券…移動平均法による低価法（洗替え方式）
π取引所の相場のない有価証券…移動平均法による原価法
２．たな卸資産の評価基準および評価方法

貯　　蔵　　品……最終仕入原価法
３．固定資産の減価償却の方法
∏有形固定資産……法人税法の規定に基づく定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建
物附属設備を除く）については定額法によっており
ます。
なお、平成10年４月１日以降取得した取得価額10万
円以上20万円未満の資産については、３年間で均等
償却する方法を採用しております。

π無形固定資産……自社利用のソフトウエアは社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法

４．繰延資産の処理方法
∏社債発行差金……商法の規定に基づき社債の償還期間にわたり均等償

却を行っています。
π社 債 発 行 費……支出時に全額費用として処理しております。
５．引当金の計上基準
∏貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法の

規定に基づく法定繰入率による限度相当額のほか個
別債権の回収不能見込額を計上しております。

π賞 与 引 当 金……従業員の賞与の支給に備えるため支給見込額の当期
負担分を計上しております。

∫退職給与引当金……平成９年８月１日より従業員の退職金の100％相当
額について適格退職年金制度を採用することといた
しましたので、移行時の退職給与引当金残高を過去
勤務費用の掛金期間に対応して取崩しております。

ª役員退職慰労金引当金……役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規
に基づく期末要支給額を計上しております。
なお、役員退職慰労金引当金は商法第287条ノ２に
規定する引当金であります。

６．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借り主に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理によっております。
７．適格退職年金制度
∏平成５年６月１日より従業員の退職金の80％相当額について適格退職年
金制度を採用しておりましたが、平成９年８月１日より従業員退職金の
100％相当額に移行しました。

π平成11年11月30日現在の年金資産の合計額は158,921千円であります。
∫平成11年９月１日付にて過去勤務費用の掛金期間の変更を行いました。
適格退職年金制度の早期健全化を図るため、過去勤務費用の掛金期間を
10年から３年２ヶ月に短縮いたしました。
なお、掛金期間の短縮による影響額は軽微であります。

ª年金制度移行に伴う退職給与引当金の超過額は過去勤務費用の掛金期間
の３年２ヶ月で取崩しております。

º過去勤務費用の掛金金額と退職給与引当金超過額（未取崩残高）の取
崩額は営業損益の部に相殺の上表示しております。

８．消費税等の会計処理……税抜方式によっております。

［追加情報］
ソフトウエアの会計処理
前期まで投資等の「長期前払費用」に計上していた自社利用のソフトウ

利益処分
（単位：円）

科　　　　　　　目

当 期 未 処 分 利 益 398,357,244

95,569,551

10,000,000
59,745,000

35,000,000
（2,000,000）
190,000,000
8,042,693

次 期 繰 越 利 益

利 益 準 備 金
利 益 配 当 金
１株につき15円
普 通 配 当　　10円
本社移転記念配当　　５円

役 員 賞 与
（内　監査役賞与）
別 途 積 立 金
特 別 償 却 準 備 金

これを次のとおり処分いたします。

金　　　　　　　額

１．会社が発行する株式の総数

２．発行済株式の総数

３．株　主　数

４．大　株　主

14,000,000株

4,080,000株

691名

斎 藤 陽 子
斎 藤 茂 昭
アメリカンファミリートラストサービスカリフォルニアジェネラルパートナーシップ
斎 藤 泰 範
斎 藤 昭 生
斎 藤 茂 男
斎 　 藤 　 美 保 子
エ イ ジ ス 従 業 員 持 株 会
株 式 会 社 エ イ ジ ス
住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社

株 主 名
当社への出資状況

持 株 数

590,000
550,000
296,000
247,000
246,000
120,000
120,000
105,800
97,000
91,000

株
14.46
13.48
7.25
6.05
6.03
2.94
2.94
2.59
2.38
2.23

％

持株比率

（注）住友信託銀行株式会社の所有する株式数には、信託業務に係わる株式数が含まれております。

●所有者別分布状況� ●所有持株別分布状況�

金融機関   17名   12.26％�

証券会社   1名   0.02％�

その他の法人   31名   2.11％�

外国法人等   7名   9.31％�

個人・その他   635名   76.30％�

1,000株以上　655名�
23.12％�

10,000株以上　28名�
21.13％�

100,000株以上　8名�
55.75％�

1,000,000株以上　0名�
0％�

エアについては「研究開発費及びソフトウエアの会計処理に関する実務
指針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第12号平成11年３月31
日）における経過措置の適用により、従来の会計処理方法を継続して採
用しております。ただし、同報告により上記に係るソフトウエアの表示
については、投資等の「長期前払費用」から無形固定資産の「ソフトウ
エア」に科目名を変更し、減価償却の方法については、社内における利
用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

法人税等の期間配分の処理に関する事項
法人税、住民税及び事業税については、株式会社の貸借対照表、損益計
算書、営業報告書及び附属明細書に関わる規則の改正により、当期より
税効果会計を適用しております。
これにより、従来の税効果会計を適用しない場合と比較して、流動資産
39,215千円、投資その他資産27,061千円が増加すると共に当期利益は、
14,581千円、当期未処分利益は66,277千円多く計上されております。

１．有形固定資産の減価償却累計額 163,467千円
２．貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している
固定資産として使用している車両200台、オフィス家具一式およびコン
ピュータ一式があります。

３．担保に供している資産 建　　　　物 256,448千円
土　　　　地 830,392千円

４．保証債務 44,625千円
５．自己株式
商法第290条第１項第５号に規定する自己株式の合計額は165,414千円です。

６．１株当たりの当期利益 72円57銭
貸借対照表および損益計算書の記載金額は千円未満を切り捨て表示してお
ります。

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
∏流動の部
繰延税金資産
賞与引当金損金算入限度超過額 27,364千円
未 払 事 業 税 否 認 11,166千円
そ　　　の　　　他 685千円
繰延税金資産　合計 39,215千円

π固定の部
繰延税金資産
役員退職慰労引当金否認 31,512千円
有価証券評価損否認 1,297千円
その他 74千円
繰延税金資産　合計 32,885千円
繰延税金負債
特別償却準備金 5,824千円
繰延税金資産の純額 27,061千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因と
なった主な項目別の内訳
法定実効税率 42.0％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 1.1％
住民税均等割 1.0％
そ　の　他 0.2％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.3％

注記事項
ø．重要な会計方針

¿．貸借対照表の注記

¡．税効果会計関係

〔 〕

（注）配当金は、発行済株式の総数から自己株式（97,000株）を除いて計上しております。
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株式会社エイジスは平成12年４月１日付

で支店を廃止し、営業所をディストリク

トオフィス（D.O.）に名称変更しました。

フランチャイズ３社を含めたエイジスグ

ループ全体の営業ネットワークは61営業

拠点です。

エイジスグループ

株式会社エイジス
青森D.O .
盛岡D.O .
秋田サテライト
仙台D.O .
山形サテライト
郡山D.O .
小山D.O .
宇都宮サテライト
水戸D.O .
土浦サテライト
新潟D.O .
高崎D.O .
長野サテライト
大宮D.O .
千葉D.O .
市原サテライト
柏D.O .
東京D.O .
八王子D.O .

横浜D.O .
厚木D.O .
静岡D.O .
沼津サテライト
浜松D.O .
名古屋D.O .
四日市サテライト
岐阜D.O .
金沢D.O .
大阪D.O .
堺D.O .
奈良サテライト
京都D.O .
滋賀サテライト
神戸D.O .
岡山D.O .
松江サテライト

エイジス九州株式会社
広島D.O .
福山サテライト
山口D.O .
小倉D.O .
大分D.O .
福岡D.O .
久留米D.O .
長崎D.O .
佐賀D.O .
熊本D.O .
宮崎D.O .
鹿児島D.O .
沖縄D.O .

エイジス北海道株式会社
札幌D.O .
札幌北D.O .
苫小牧D.O .
函館サテライト
旭川D.O .
北見サテライト
帯広D.O .
釧路サテライト

エイジス四国株式会社
高松営業所
徳島営業所
松山営業所
高知営業所

商 号

資 本 金
業 務 内 容

従 業 員 数
棚 卸 実 績

主要取引銀行

ホームページ

株式会社エイジス
（英文名　AJIS CO.,LTD.）
475,000,000円
実地棚卸サービスの提供／コ
ンピューターによる資産棚卸
システムのハードおよびソフ
トの開発と実施／マーケティ
ングデータの提供と分析／商
品販売時点情報管理システム
のハードおよびソフトの販売
および運用の支援
199人
直営60,582店舗、FC29,165店舗
計89,747店舗（平成12年3月期）
三和銀行　高田馬場支店
富士銀行　高田馬場支店
東海銀行　高田馬場支店
http://www.ajis-group.co.jp

主要お取引先

■Cv.S
a m ／ p m ジ ャ パ ン
サ ー ク ル ケ イ
サ ン ク ス
ス リ ー エ フ
セ ー ブ オ ン
セ ブ ン ・ イ レ ブ ン
フ ァ ミ リ ー マ ー ト
ミ ニ ス ト ッ プ
ロ ー ソ ン

■S.M.
イ ト ー ヨ ー カ 堂
ウ ェ ル マ ー ト
関西スーパーマーケット
京 王 ス ト ア
サ ミ ッ ト
ジ ャ ス コ
セ イ フ ー
西 友
阪 急 オ ア シ ス
富 士 シ テ ィ オ

マ ッ ク ス バ リ ュ ー
マ ル エ ツ
ヤ マ ナ カ
ラ イ フ
リ ブ レ 京 成

■H.C./Dg.S./D.S.
飯 塚 薬 品
い わ い
カ イ ン ズ
杏 林 堂
サ ン ド ラ ッ グ
千 葉 薬 品
寺 島 薬 局
ハ ッ ク キ ミ サ ワ
メ ガ マ ー ト

■Books
紀 伊 国 屋 書 店
三 省 堂 書 店
三 洋 堂 書 店
ブ ッ ク バ ー ン

丸 善
八重洲ブックセンター
有 隣 堂

■Others
H M V ジ ャ パ ン
エ デ ィ ・ バ ウ ア ー
エ ル エ ル ビ ー ン
ギ ャ ッ プ
銀 座 松 屋
靴 の マ ル ト ミ
西 武 百 貨 店
大 創 産 業
大 門
タ ル ボ ッ ト
タ ワ ー レ コ ー ド
ト イ ザ ら ス
東 急 百 貨 店
藤 久
ユ ニ ク ロ
良 品 計 画
ワ ー ク マ ン

※敬称・株式会社は省略させていただいております。


